
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 0 0

要求額 0 0

決定額 0 0

0

　救命率の向上を目的として、救急隊員の知識・技術のレベルアップを図るための教育訓
練を実施する。

6,981

（各課様式１）

使用料 財　産

救急搬送体制強化事業費

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

6,981

6,981

ア　救急救命士集合研修【継続】
　・救急救命士の知識・技術の維持向上と全体の底上げを図るため、県内の全ての救急
　　救命士を対象に講習を５圏域毎に実施する。
　・指導医のもと、岐阜県メディカルコントロール協議会(以下、「ＭＣ協議会」とい
　　う。)が任命するＭＣ救命士が主体となって企画立案し、救命士の知識・技術の確認
　　と評価を行い、指導を行う。

イ　消防学校救急科におけるＪＰＴＥＣ、ＰＳＬＳの習得【継続】
　・救急隊員が一定のレベルを確保するため、ＭＣ協議会が平成２６年２月３日に承認
　　された「救急隊員教育に関するガイドライン」に基づき、消防学校救急科入校中に
　　ＪＰＴＥＣ、ＰＳＬＳを習得させる。
　・ＪＰＴＥＣについては、平成２８年７月からコースが細分化されたことに伴い、見
　　直しを行った。（既存教育：消防学校救急科入校中にプロバイダーコース（３日
　　間）を受講⇒消防学校救急科入校中にファーストレスポンダーコース（１日）を受
　　講させる。）

0 0 0

（２）事業内容

0 0

予 算 要 求 資 料

令和６年度当初予算 支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費

 ＜財源内訳＞

事 業 名

千円)

危機管理部　消防課　消防係 電話番号：058-272-1111(内2471)

E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp

(前年度予算額： 6,9816,981１ 事 業 費

区  分

手数料

6,981

財 源 内 訳

県　債

0 0

２ 要 求 内 容

6,981

0 0

収　入
その他

0

事業費

6,981

寄附金

0

一　般
財　源

0



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

役務費 14 郵送費

人件費 2,946 講師謝金

旅費 1,977 費用弁償

需用費 1,048 消耗品費、会議費、燃料費

事業内容の詳細事業内容

３ 事業費の積算 内訳

合計

金額

ウ　岐阜県救急隊員シンポジウム【継続】
　・救急隊、救急救命士、その他隊員を対象としその知識・技術の向上を図ることで救
　　命率の向上を目的とし、当シンポジウムを継続し開催する。（平成２４年度から毎
　　年開催。）

エ　ＭＣ救命士等の充実強化
　・救急救命士に対する各種教育において受講生の評価や指導を行うＭＣ救命士は、消
　　防本部の救急救命士の中から養成し任命しているが、任期が２年であるため新たな
　　ＭＣ救命士の養成を行う。また、救急救命士の技能向上に多大な貢献をしているＭ
　　Ｃ救命士に対して、最先端の知識・技術を学ぶ学会等に参加させて教育訓練の充実
　　を図るとともに、その貢献に対して顕彰を行う。

オ　通信指令員救急教育講習【継続】
　・１１９番通報で取扱件数が増大している救急事案において、適切な口頭指導が行え
　　るよう、また県下の通信指令員における一定の質に保つために、消防学校教育にお
　　いて通信指令員救急教育講習を実施する。

　消防組織法第２９条により、消防職員の教育訓練、市町村の行う救急業務の指導に関す
る事項は、県の責務である。

　無

　各消防本部における救急業務に従事する人材の育成は、消防本部の規模や体制、財政状
況によって大きな違いがあり、特に医学的知識の習得は消防本部単独では実施することが
できない。
　このため、県において、県内の救急隊員や救急救命士を対象として、統一的に教育訓練
を実施することは、岐阜県の救急隊の質の均質化と全体の底上げに有効な手段である。

使用料 316 会場使用料、高速道路料金

負担金 470 プロバイダー受講費、学会等参加費

決定額の考え方

　

４ 参 考 事 項
（１）後年度の財政負担

6,981

委託料 210 動画配信業務委託料



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R4年度
(R2) 実績

11%

8%

○指標を設定することができない場合の理由

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　救急現場から医療機関に傷病者が搬送されるまでの間において、医学的観点から救
急救命士を含む救急隊員が行う応急処置などの質を保証するためには、応急措置の常
時指示体制、事後検証体制、教育体制の充実を図ることが必要である。
　また、救急救命士の処置範囲が拡大していく中で、救急隊員の知識・技能の向上は
これまで以上に重要になっていることから、救急活動の高度化に向けた教育訓練体制
の充実強化を進めていく。

9%

目標 目標 (R ) 達成率

令
和
２
年
度

①一般市民により心肺
停止の時点が目撃され
た心原性の心肺停止症
例の１ヶ月後生存率

14%

指標名
R5年度 R6年度 終期目標

②一般市民により心肺
停止の時点が目撃され
た心原性の心肺停止症
例の１ヶ月後社会復帰
率

R4年度の実績については、総務省消防庁より数値が示されていないため。

（これまでの取組内容と成果）

○救急救命士集合研修
　新型コロナウイルス感染症拡大により集合研修は中止とした。
○ＪＰＴＥＣ、ＰＳＬＳの取得
○岐阜県救急隊員教育シンポジウム
　新型コロナウイルス感染症拡大により開催を見送った。

令
和
３
年
度

○救急救命士集合研修
　各消防本部において、ビデオ視聴形式で実施
○ＪＰＴＥＣ、ＰＳＬＳの取得
○岐阜県救急隊員教育シンポジウム
　オンライン形式で開催
　引き続き、救急救命士を含む救急隊員の技術向上、知識取得といった教育の場
を設けるようにし、救急隊の救急活動の均質化、全体の底上げを図る。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

指標① 目標：＿＿ 実績： 11％ 達成率： 78 ％



令
和
４
年
度

○救急救命士集合研修
　ＤＮＡＲプロトコールに係る実技研修を実施
○ＪＰＴＥＣ、ＰＳＬＳの取得
○岐阜県救急隊員教育シンポジウム
　ＤＮＡＲをテーマに開催
　引き続き、救急救命士を含む救急隊員の技術向上、知識取得といった教育の場
を設けるようにし、救急隊の救急活動の均質化、全体の底上げを図る。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

２ 事業の評価と課題

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　県において、県内の救急隊員を対象として、統一的に教育訓練を実施する
ことで、効率的に実施されている。

２

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　病院救護前体制のより一層の充実を図るため、救急救命士の処置範囲の拡大や通信
指令員の口頭指導の高度化等に適切に対応するため、県内全救急隊員のレベルの底上
げに向けた教育訓練を継続する。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

（今後の課題）

　救急隊員の教育を実施する上での課題として、消防本部は「時間がない」、「負担
が大きい」といった問題点を上げており、事業実施にあたっては、消防本部の負担増
加にならないように十分配慮する必要がある。

(評価) 救急救命士に求められる救急救命処置の技術が高度化しているため、研修等
によるスキルアップが必要な状況になっている。
　また、救急救命士だけでなく、救急搬送に携わる救急隊職員、受入医療機
関の医師などについても、傷病者の観察・重症度の判断など、適切な救急業
務を遂行するための知識・技術の維持・向上が必要である。

３

(評価) 　各消防本部における救急業務に従事する人材の育成は、消防本部の規模や
体制、財政状況によって大きな違いがあり、特に医学的知識の習得は消防本
部単独では実施することができない。
　このため、県において、県内の救急隊員を対象として、統一的に教育訓練
を実施することは、岐阜県の救急隊の質の均質化と全体の底上げに有効な手
段である。

２


